
令和 元 年度 第3号補正予算　主要な事業の説明書

(一般会計）

令和元年 第3回 嬉野市議会定例会提出





【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 30 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

500
2,000

補助率

５．その他参考となる事項

※補助概要等については当初予算と同じ

当初予算事業費
9月補正事業費
（補正財源内訳） 一般財源

補正後事業費

2,500

500千円

計

2,000千円

2,500千円

2,000千円

その他
一般財源 2,500

事業費(単位:千円) 0 2,500

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債
ふるさと応援寄附金

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
空き家バンクリ
フォーム等助成
事業

空き家バンクリ
フォーム等助成
事業

負担金、補助及び交付金 (補助金)リフォーム等補助金　１件　　500,000円

【今回追加補正】　4件　2,000,000円

所属部 総合戦略推進部 所属課 企画政策課 予算書ページ 16 新規

空き家バンク登録物件を転入者が利用する場合にリフォーム等の補助を行うことにより、空き家の流通と転入の促進を図ることができ、地域の活性化と、空き家問題により損な
われた周辺住環境の向上につながる。

空き家バンク登録物件のリフォーム等（転入者が利用する場合に限る）に上限５０万円（1/2補助）の補助金を交付する。

事業費(千円) 4,000 予算額(単位：千円)

令和元年度 9月 補正予算

予算体系 ２ 総務費 １ 総務管理費 ６ 企画費 事業名 空き家バンクリフォーム等助成事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり 政策分野 ③住まい

実施主体 市
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 28 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

12
53
42

補助率 140

1/2 238
1/2,1/4 769,952 2,159

3,780
270

247,928

13,603

５．その他参考となる事項 1,215
1,653

※補正概要（幼児教育・保育の無償化） 135
・３～５歳児及び0～2歳児非課税世帯の保育料無償
・年収360万円未満相当世帯及び第3子以降の副食費（おかず、おやつ等）免除 22,898
当初予算事業費 7,524
9月補正事業費 2,848
（補正財源内訳） 国庫支出金

県支出金
保護者負担金
一般財源

補正後事業費 1,071,806 2,644

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業費(単位:千円) 878,191 916,308

一般財源 84,859 232,517 252,250 290,589

子育て未来課 予算書ページ 19 新規

1,074,450千円

24,613千円
△44,523千円

24,612千円
49,224千円

小学校以降の基礎を作るための幼児期の教育を行う施設、就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わって保育する施設、教育と保育を一体的に行う施設を支援す
るとともに、入所児童の福祉向上を図る。

幼児期の教育や保育の支援の量の拡充や質の向上を目指すとともに、10月から施行される幼児教育・保育の無償化に伴い、保育料の無償化及び副食費の免除について補
助を行う。

事業費(千円) 3,872,337 予算額(単位：千円)

政策分野 ①妊娠・出産・子育て

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課

計

　市内認定こども園副食費免除　1,215,000円　

　広域認定こども園保育料　1,653,000円　

　広域認定こども園副食費免除　135,000円　

扶助費 　【今回追加補正】　

　未移行幼稚園保育料無償化　22,898,000円　

　認可外保育園保育料無償化　7,524,000円　

　認定こども園保育の必要な1号保育料無償化　2,848,000円53,926千円
1,020,524千円

　【今回追加補正】　市内保育園副食費免除　3,780,000円　

ふるさと応援寄附金 136,800 　【今回追加補正】　広域保育園副食費免除　270,000円

その他（保護者負担金） 154,501 127,511 125,245 83,924 負担金,補助及び交付金 (負担金)市内認定こども園、市外認定こども園

　【今回追加補正】

　市内認定こども園保育料　13,602,600円　

事業内容
特定教育・保育
施設の施設型
給付費を支弁

特定教育・保育
施設の施設型
給付費を支弁

特定教育・保育
施設の施設型
給付費を支弁

特定教育・保育
施設の施設型
給付費を支弁

1,003,388 1,074,450

財
源
内
訳

国庫支出金 334,493 367,438 420,730 465,593

県支出金 167,538 188,842 205,163 234,344

市債

旅費 普通旅費

需用費 消耗品費

印刷製本費

役務費 通信運搬費

手数料

委託料 市内保育園　市外保育園

令和元年度 9月 補正予算

予算体系 ３ 民生費 ２ 児童福祉費 １ 児童福祉総務費 事業名 施設型給付費

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 元 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

1,080

補助率
1/3
1/3

1,080

５．その他参考となる事項

幼稚園（未移行園）の給食費（副食費）免除にあたり、必要となる補助金

○歳出 対象者数40人×6ヶ月（10月～3月）×補助単価4,500円＝1,080千円

○歳入 子ども・子育て支援交付金　　　国庫補助金（1/3）　県補助金（1/3）
720千円

令和元年度

内訳
国庫補助金　1,080千円×1/3＝360千円
県補助金　1,080千円×1/3＝360千円

9月 補正予算

予算体系 ３ 民生費 ２ 児童福祉費 １ 児童福祉総務費 事業名 実費徴収に伴う補足給付事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ①妊娠・出産・子育て

実施主体

一般財源

1,080事業費(単位:千円)

財
源
内
訳

県支出金

360 計

国庫支出金 360
360

市債
ふるさと応援寄附金

市

その他

各施設事業者において実費徴収を行うことができることとされている①食事の提供に要する費用及び②日用品、文房具等の購入に要する費用等について、低所得世帯を対
象に費用の一部補助を行う。

幼稚園（未移行園）に在籍する年収３６０万円未満相当の世帯及び第３子以降について、月額上限４，５００円の副食費（おかず代、おやつ代）の免除により補助を行う。

事業費(千円) 1,080 予算額(単位：千円)

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
幼稚園（未移行
園）の給食費
（副食費）免除

負担金、補助及び交付金 (補助金)幼稚園（未移行園）の給食費（副食費）免除

所属部 市民福祉部 所属課 子育て未来課 予算書ページ 19 新規 ○
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 30 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

2,250

補助率
1/2

2,250

５．その他参考となる事項

○補助率　　国（1/2）　市（1/4）　事業者（1/4）
○国庫補助　補助基準額1,000千円と対象経費を比較して少ない方の1/2
○保育園ごとの保育システム導入費内訳

令和元年度 9月

保育システム導
入に対する補助

乳幼児突然死症
候群等防止のた
めの備品購入補
助

対象施設 対象経費（備品購入費） 金額 補助基準額 国庫補助所要額
嬉野りすの森保育園

ソフトウェア、タブレット端末、
ＩＣカードリーダー等

1,200千円 1,000千円 1,000千円×1/2＝500千円
みのり保育園 1,200千円 1,000千円 1,000千円×1/2＝500千円
岩屋保育園 1,200千円 1,000千円 1,000千円×1/2＝500千円

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

補正予算

予算体系 ３ 民生費 ２ 児童福祉費 １ 児童福祉総務費 事業名 保育対策総合支援事業（保育所等業務効率化推進事業）

保育所等における保育システムを導入することで、保育業務及び園児の登園管理、副食費徴収等、事務負担軽減を図ることができる。

嬉野市内の保育所等における保育システムを導入することで、保育業務及び園児の登園管理、副食費徴収等、事務負担軽減を図るために補助を行う。
市内保育園（３か所）　補助基準額　１，０００千円

事業費(千円) 4,458 予算額(単位：千円)

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ①妊娠・出産・子育て

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 子育て未来課 予算書ページ 19 新規

保育システム導
入に対する補助

負担金、補助及び交付金 (補助金)岩屋保育園、嬉野りすの森保育園、みのり保育園

ふるさと応援寄附金

事業費(単位:千円) 2,000 208 2,250

財
源
内
訳

国庫支出金 1,500 140 1,500

県支出金
市債

その他
一般財源 500 68 750 計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 28 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

125,802
1,350

補助率 9,082

1/2
2/3 80,784

５．その他参考となる事項

※補正概要
・令和2年度新設　小規模保育所の施設整備に関する補助
子育て安心プランによる待機児童解消対策に対する国庫補助率の嵩上げ(1/2→2/3)
当初予算事業費
6月補正事業費
9月補正事業費
（補正財源内訳） 国庫支出金

一般財源

補正後事業費
217,018

9,082千円
127,152千円

保育所等の設備の老朽化に伴い大規模修繕及び小規模保育所の新設に伴う施設整備を行うため、保育所等整備交付金等の補助を受けて、法人等が行う施設整備の補助
を行う。

事業費(千円) 586,280 予算額(単位：千円)

総合計画による位置づけ 基本方針

予算体系 ３ 民生費 ２ 児童福祉費 １ 児童福祉総務費 事業名 保育所等整備事業

19 新規

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
園舎建設等 園舎建設等 園舎建設等 園舎建設等 負担金、補助及び交付金 （補助金）

　保育所等整備（久間子守保育園）　125,802,000円

　保育所等整備（防犯設備　岩屋保育園）　1,350,000円

事業費(単位:千円) 13,886 198,731 156,645

保育所等の施設整備に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てることができる施設の整備を行うことができる。

令和元年度 9月 補正予算

市 所属部 市民福祉部

　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ①妊娠・出産・子育て

実施主体 所属課 子育て未来課 予算書ページ

217,018 　保育所等整備（大規模修繕　吉田保育園）　9,082,000円

財
源
内
訳

国庫支出金 6,937 75,977 106,982 90,823 　【今回追加補正】　

国庫支出金 71,808 　保育所等整備（小規模保育所新設）　80,784,000円

県支出金 6,242

ふるさと応援寄附金 40,000

一般財源 707 28,703 663 11,387

54,051

市債 49,000 43,000

計

80,784千円
71,808千円

217,018千円

8,976千円
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 28 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

9
19

111
補助率 105,588

1/3 25,769

５．その他参考となる事項
※補助概要等については当初予算と同じ
当初予算事業費
9月補正事業費
（補正財源内訳） 国庫支出金

一般財源
補正後事業費

(R1.6月報告)

【補正理由】児童扶養手当法改正による支給月変更に伴い、支払期月増による。
≪児童扶養手当支給月額≫

　児童１人のとき：　全部支給42,910円/一部支給10,120円～42,900円

　児童２人目の加算額：　全部支給10,140円/一部支給5,070円～10,130円

　児童３人目以降の加算額(１人につき）：　 全部支給6,080円/一部支給3,040円～6,070円 131,357 139

24人
218人131,496千円

17,180千円
8,589千円

25,769千円
105,727千円

117人
77人

全部支給
一部支給
支給停止

計

令和元年度 9月 補正予算

予算体系 ３ 民生費 ２ 児童福祉費 ２ 母子父子福祉費 事業名 児童扶養手当

父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童について児童扶養手当を支給し、もって児童の福祉の増進
を図ることを目的とする。

18歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある児童（中度以上の障害を有する場合は２０歳未満）がいるひとり親家庭の父または母などに手当を支給する。手当月額
は所得によって算定する。【根拠法令等：児童扶養手当法】

事業費(千円) 461,045 予算額(単位：千円)

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ①妊娠・出産・子育て

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 子育て未来課 予算書ページ 19 新規

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
児童扶養手当 児童扶養手当 児童扶養手当 児童扶養手当 需用費 (消耗品費)ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰなど　8,714円

(印刷製本費)証書台紙など　18,250円

役務費 (通信運搬費)書留郵便など　110,706円

事業費(単位:千円) 114,046 108,794 106,709 131,496 扶助費 児童扶養手当　105,588,000円

財
源
内
訳

国庫支出金 38,147 36,272 35,567 43,785 　【今回追加補正】　

県支出金 　R1.12月～R2.2月分　8,500,000円×3ヶ月=25,500,000円

市債

一般財源 15,749 72,051 71,058 87,710

　随時払分　　67,250円×４人=269,000円

ふるさと応援寄附金 60,000

その他 150 471 84 1

児童扶養手当受給資格者

計
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 28 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

2,353

補助率

3/4 3,704

５．その他参考となる事項
※補助概要等については当初予算と同じ
当初予算事業費
9月補正事業費
（補正財源内訳） 国庫支出金

一般財源
補正後事業費 (R1.7.31現在)

【補正理由】法施行令改正により、給付金の月額が増額したことによる。また、制度周知
により支給対象者が増えたため。

※高等職業訓練促進給付金については修学期間の最後の１年間は４万円上乗せ。 6,057

住民税非課税世帯

住民税課税世帯

10,008

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

高等職業訓練促進給付金 高等職業訓練修了支援給付金

内　　　　　　　　　　　　　　　　容
扶助費 高等職業訓練促進給付金

70,500円（110,500円） 25,000円

2,353千円

100,000円（140,000円） 50,000円

令和元年度

事業内容
高等職業訓練
給付金等事業

高等職業訓練
給付金等事業

高等職業訓練
給付金等事業

高等職業訓練
給付金等事業

資格取得を目的とする養成機関において、１年以上修業する母子家庭の母や父子家庭の父に対して、修業期間中の生活の負担軽減のために、給付金を支給する。支給期
間は最長で３年間（※資格取得のために４年課程が必要な方に限り、最長４年間。修業期間が３年未満の場合は、修業期間までを支給する）。また、養成機関への入学時に
おける負担を考慮し高等職業訓練修了支援給付金を修了時に支給する。

事業費(千円)

支給対象者(予定) 3名

高等職業訓練修了支援給付金

予算額(単位：千円)

事業名 高等職業訓練促進給付金等事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ①妊娠・出産・子育て

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 子育て未来課 予算書ページ

予算体系 ３ 民生費 ２ 児童福祉費 ２ 母子父子福祉費

母子家庭の母又は父子家庭の父の就職に有利であり、かつ生活の安定に資する資格の取得を促進することにより母子家庭及び父子家庭の生活負担を軽減し福祉の増進を
図ことができる。

令和元年度 9月 補正予算

19 新規

100,000円×12ヶ月×1名=1,200,000円

70,500円×16ヶ月（２名）=1,128,000円

事業費(単位:千円) 0 1,200 2,751 6,057 高等職業訓練修了支援給付金　25,000円×1名=25,000円

財
源
内
訳

国庫支出金 900 900 2,063 4,542 　【今回追加補正】

県支出金 　《高等職業訓練促進給付金》

市債

その他 　法改正分　　　　　40,000円×34ヶ月=1,360,000円

一般財源 △900 300 688 1,515 　《高等職業訓練修了支援給付金》

　非課税世帯　　　100,000円×10ヶ月=1,000,000円

ふるさと応援寄附金 　課税世帯　　　　　70,500円×18ヶ月=1,269,000円

　非課税世帯　　　50,000円×1人=50,000円

　課税世帯　　　　 25,000円×１人=25,000円

高等職業訓練促進給付金

支給対象者 5名

計

6,057千円
926千円

2,778千円
3,704千円
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 元 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

7,000

補助率

7,000

５．その他参考となる事項

対象者： 次のすべてに該当する者（１事業主体に対し1回限り）
①嬉野市に住所を有する18歳以上50歳未満の者
②青年等就農計画の認定を受けた者、又は公的機関が認める研修を修了した者
③嬉野市に対する債務の未納がない者

補助内容：国や県が実施する補助事業の対象とならない機械導入や施設整備に要する費用の1/2以内。（上限50万円※）
※ただし、土地の造成、水源確保のための井戸掘削等の場合の上限150万円

その他： 令和元年度(平成31年4月以降)に導入した機械等及び着工した施設から補助対象とする。

令和元年度 9月 補正予算

予算体系 ６ 農林水産業費 １ 農業費 ３ 農業振興費 事業名 新規自営就農者支援事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

実施主体 個人・事業者 所属部 産業振興部 所属課 農業政策課 予算書ページ 21 新規 ○

市内で新規に独立・自営就農を行う農業者に対し、農産物の生産に必要な機械の導入や設備整備等に要する費用の一部を助成することにより、初期投資の負担軽減が図ら
れ、早期の所得安定につながる。

市内で新規に独立・自営就農を行う農業者に対し、その施設整備等が国・県等の補助事業の対象とならないものに対し、市単独事業として費用の一部を補助する。

事業費(千円) 7,000 予算額(単位：千円)

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
施設整備及び
機械導入に対
する補助

負担金、補助及び交付金 【今回補正】

(補助金)

 農業機械導入 ＠500千円×2件＝1,000千円

事業費(単位:千円) 7,000  園芸用ハウス　＠1,500千円×4件＝6,000千円

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債
ふるさと応援寄附金

その他
一般財源 7,000 計

8



【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 30 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

1,030

補助率

1,030

５．その他参考となる事項

対象事業
・整備対策事業 1件 農家レストラン 事業費11,413,220円×1/10＝1,141千円（上限1,000千円）
・推進対策事業 1件 ＰＲ資料作成 事業費300,300円×1/10＝30千円

(補助金)

 整備対策　1件　1,000千円

令和元年度 9月 補正予算

予算体系 ６ 農林水産業費 １ 農業費 ３ 農業振興費 事業名 農村ビジネスサポート事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

実施主体 個人・事業者 所属部 産業振興部 所属課 農業政策課 予算書ページ 21 新規

市債
ふるさと応援寄附金

農産物直売所や体験・観光農園、農家レストラン農家民宿等の農村ビジネスを磨き上げ、集客力を高めることにより農林業者の所得向上と農山村地域の活性化を図ることを
目的とする。

市内で「さが農村ビジネス支援事業」（県単独事業）に取り組む組織に対し、一定の補助を行う。

事業費(千円) 1,505 予算額(単位：千円)

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
6次化に対する
補助

6次化に対する
補助

負担金、補助及び交付金 【今回補正】

一般財源 475 1,030 計

事業費(単位:千円) 475 1,030  推進対策　1件　30千円

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

その他
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

2,500

補助率

2,500

５．その他参考となる事項

「アジアベストレストラン５０」が武雄市で開催されるにあたり、関連して市独自の事業を行う。
「アジアベストレストラン５０」開催関連業務　2,500,000円

アジアトップシェフを招待し、コラボ料理等の開発を行いマスコミによる世界への情報発信を狙いPRを行う。

計

アジアの主要都市で毎年行われている「アジアベストレストラン５０」が来年３月に日本で初めて武雄市で行われることが決定した。この催しにはアジアのトップレベルのシェフが
参加し、そのスタッフやマスコミも合わせると約８００人が武雄市に参集する予定である。この機会に、参加したシェフによる嬉野市の特産物を使った料理の考案や、市民と一緒
になったイベントを開催し、市のＰＲも含め、市の特産物の販路拡大につなげることを目的とする。

・既存地域資源の磨き上げ及び新たな魅力創出事業
・関係団体等との連携による観光客誘致プロモーション事業
・観光おもてなし整備、育成支援事業　等

事業費(千円) 予算額(単位：千円)

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

令和元年度 9月 補正予算

予算体系 ７ 商工費 １ 商工費 ４ 観光費 事業名 国際観光・産業戦略事業(アジアベストレストラン５０)

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ④観光業

実施主体 市 所属部 産業振興部 所属課 観光商工課 予算書ページ 23 新規 ○

国際観光・産業
戦略事業

委託料 【今回補正】

「アジアベストレストラン５０」開催関連業務　2,500,000円

事業費(単位:千円) 2,500

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債

その他
一般財源 2,500

ふるさと応援寄附金
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

1,500
△1,500

1,000
補助率

５．その他参考となる事項

当初予算事業費
9月補正事業費
（補正財源内訳） 一般財源

補正後事業費

1,000

1,000千円

△500千円
△500千円
1,500千円

計

予算体系 ７ 商工費 １ 商工費 ４ 観光費 事業名 有田・武雄・嬉野地区連携会議

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ④観光業

令和元年度 9月 補正予算

温泉や陶器で結びつきの強い武雄市や有田町との連携による相互の誘客拡大を図り地域一体の浮揚を目指す。

それぞれの市町の魅力ある資源を活用し、幅広いPR活動を行う。
3市町連携による福岡・天神での物産の販売及びPR。また若手職員によるプロジェクトチームの結成により今年度は「観光」をテーマに事業展開を行う。

事業費(千円) 予算額(単位：千円)

実施主体 市 所属部 産業振興部 所属課 観光商工課 予算書ページ 23 新規

事業費(単位:千円) 1,000 　(負担金)有田・武雄・嬉野地区連携会議　1,000,000円

財
源
内
訳

国庫支出金

市債

一般財源 1,000

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
有田・武雄・嬉
野地区連携会
議

委託料 地域連携事業　

　【今回減額補正】

負担金、補助及び交付金 　【今回追加補正】

県支出金

その他
ふるさと応援寄附金
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

3,500 200

補助率

50%

25%

3,500 200

５．その他参考となる事項

・事業箇所数 のり面工　1箇所 （塩田町　北志田地区）
・工事請負費　事業費　　3,700千円（内単独200千円）　　　　補助率　県50%　　市25%　　地元25%　

風水害等によって崩壊し、または崩壊の恐れがある林地で、人家及び公共施設に危害を及ぼす危険があり緊急に復旧工事を行い、民生の安定を図る。

計
その他（分担金） 915 1,593 875

一般財源 1,040 5,238 1,075

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 1,830 3,187 1,750

市債
ふるさと応援寄附金

事業内容
農林地崩壊防
止事業

農林地崩壊防
止事業

農林地崩壊防
止事業

工事請負費  【今回補正】

 1箇所　北志田地区　3,700,000円

事業費(単位:千円) 3,785 10,018 3,700

令和元年7月下旬の大雨で崩壊した市内1箇所の林地の復旧を行う。

事業費(千円) 3,700 予算額(単位：千円)

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業名 農林地崩壊防止事業

総合計画による位置づけ 基本方針 政策分野 ②林業

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 22 新規

　進化と創造、活力みなぎるまちづくり

令和元年度 9月 補正予算

予算体系 ６ 農林水産業費 ２ 林業費 ２ 林業振興費
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 24 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

32,500 600
△ 17,100

補助率 48,020 1,500
52.50% △ 25,020

90%

５．その他参考となる事項

当初予算事業費
9月補正事業費
(補正財源内訳) 国庫支出金

市債
一般財源

補正後事業費

38,400 2,100計

82,620千円

事業費(単位:千円) 105,002 68,592 53,593

40,500千円

△9,307千円
△10,700千円
△22,113千円
△42,120千円

40,500

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

予算体系 ８ 土木費

橋梁長寿命化計画に基づき予防保全的な補修及び計画的な架け替えを行うことを目的とする。

一般財源 13,324 13,314 7,694 10,540

16,900 18,200 9,800
ふるさと応援寄附金

その他

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
橋梁補修設計
整備、橋梁点検

橋梁補修設計
整備、橋梁点検

橋梁補修設計
整備、橋梁点検

橋梁補修設計
整備、長寿命化
計画再策定

委託料 橋梁定期点検、長寿命化計画再策定

 【今回減額補正】

 橋梁定期点検

工事請負費 橋梁補修整備（一本松橋、桑の木原橋）

財
源
内
訳

国庫支出金 61,278 38,378 27,699 20,160  【今回減額補正】

県支出金  桑の木原橋

市債 30,400

橋梁補修整備及びH27～H30年度にかけて行った定期点検の結果を踏まえた長寿命化計画の再策定を行う。

事業費(千円) 486,309 予算額(単位：千円)

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ 24 新規

令和元年度 9月 補正予算

２ 道路橋りょう費 ２ 道路橋りょう新設改良費 事業名 社会資本整備総合交付金事業（橋りょう補修整備）

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり 政策分野 ⑦道路・交通
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 23 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

3,000 400
△3,000 △400

補助率 85,000 2,300
52.50% △85,000

90% 17,871

５．その他参考となる事項

当初予算事業費
9月補正事業費
(補正財源内訳) 国庫支出金

市債
一般財源

補正後事業費

17,871 2,300計

20,171千円

予算額(単位：千円)

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり 政策分野 ⑦道路・交通

実施主体 市 所属部 建設部 所属課 建設・農林整備課 予算書ページ

356,348

12,993

24 新規

7,600

令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

令和元年度 9月 補正予算

予算体系 ８ 土木費 ２ 道路橋りょう費 ２ 道路橋りょう新設改良費 事業名 社会資本整備総合交付金事業（市道調査・改良）

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

18,007

13,900

道路防災事業及び舗装補修整備事業により通行車輌及び歩行者の安全確保を図ることを目的とする。

市道防災事業路線の法面工事を行う。

事業費(千円)

9,382  【今回減額補正】

市道調査・改良 市道調査・改良 市道調査・改良 市道調査・改良 委託料 舗装補修整備、道路防災調査

 【今回減額補正】

 舗装補修整備、道路防災調査

県支出金  舗装補修整備、内野山木場線

事業費(単位:千円) 13,069 24,804 36,716 20,171 工事請負費 舗装補修整備、内野山木場線

財
源
内
訳

 【今回追加補正】

その他

市債 4,800

国庫支出金 7,800

ふるさと応援寄附金  万才堤ノ上線

90,700千円

一般財源 5,269 7,011 4,809 3,189

△4,211千円
△29,500千円
△36,818千円
△70,529千円
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

62 1

補助率

定額

62 1

５．その他参考となる事項

○歳入 活用する補助金の事業名：佐賀県原子力・エネルギー教育支援事業補助金
補助率：定額（事業対象の小中学校の1学級あたり100千円を限度とする。ただし、施設見学会以外の事業については、1学校あたり100千円を限度とする。）

○歳出 【大草野小学校】発電・エネルギーに関する教育のための実験器具・実験材料の購入
・需用費(消耗品費)

ソーラーカー工作セット、小学生用手回し発電機、発光ダイオード、電子オルゴール、リード付きコンデンサ

　　　　　　　　　

実験器具・実験
材料の購入

需用費  【今回補正】

 （消耗品費）実験器具・実験材料

ふるさと応援寄附金

エネルギーや原子力並びに環境をめぐる問題についての興味や関心を喚起し、知識の獲得と理解の促進を図る。
原子力などのエネルギーを利用した大規模発電の仕組みを学習するとともに、太陽の光など自然のエネルギーを利用した発電方法も併せて学習し、それぞれの発電方法の
利点や課題を比較することを通して、エネルギーについて客観的な見方を養い、また、実験を通して放射線に対して興味・関心を高めるとともに、正しい知識を身に着けさせ
る。

佐賀県原子力・エネルギー教育支援事業補助金を活用して、原子力やその他のエネルギーに関する教育を推進する。
（１）大規模発電で用いられるエネルギー変換を実験を通して理解させるために、手回し発電機を設備する。
（２）太陽の光エネルギーは、電気エネルギーに変換できることを実験を通して理解させるために、ソーラーカーキット（光電池自動車）を設備する。

1 計

平成30年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

予算書ページ 27 新規 ○

実施年度

令和元年度 9月 補正予算

実施主体 市 所属部 教育部 所属課 教育総務課

平成28年度

事業費(千円) 63

令和元年度

62

事業名 原子力・エネルギー教育支援事業

政策分野 ①教育

予算額(単位：千円)

その他

予算体系 １０ 教育費 １ 教育総務費 ２ 事務局費

総合計画による位置づけ 基本方針 　しなやかでたくましい「人」育むまちづくり

平成29年度

事業費(単位:千円) 63

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債

一般財源
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 平成 年度 ～ 令和 元 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

100

補助率

100

５．その他参考となる事項

【開催地】
　第１回佐賀うちどくフェスティバル（伊万里市） 【主催】 佐賀うちどくネットワーク
　第２回佐賀うちどくフェスティバル（多久市） 【内容】 ○「うちどく」についての実践発表(3団体)
　第３回佐賀うちどくフェスティバル（鳥栖市） 　・嬉野小学校「リレーうちどく」
　第４回佐賀うちどくフェスティバル（唐津市） 　・塩田町おはなし会
　第５回佐賀うちどくフェスティバル（武雄市） 　　 　・嬉野町おはなしどんどん
　第６回佐賀うちどくフェスティバル（神埼市） ○児童文学作家　くすのき　しげのり　氏の講演
　第７回佐賀うちどくフェスティバル（嬉野市）

令和元年度 9月 補正予算

平成２９年に「嬉野市文化の香り高い読書のまち活動推進条例」が制定された。推進月間である１０月に、読書に関する市民の関心及び理解を深め、市民が積極的に読書活
動に取り組む意識を高めるための取り組みを行う。

１０ 教育費 ４ 社会教育費 ５ 図書館費

読書活動推進月間イベントとして、佐賀うちどくネットワークと共に「第７回佐賀うちどくフェスティバルIN嬉野」を行い、必要な後援・協力を行う。

事業名

事業内容
佐賀うちどくフェ
スティバルIN嬉
野

負担金,補助及び交付金  【今回補正】

 （負担金）佐賀うちどくネットワーク

事業費(千円) 100 予算額(単位：千円)

読書活動推進月間事業(佐賀うちどくフェスティバル)

総合計画による位置づけ 基本方針 　しなやかでたくましい「人」育むまちづくり 政策分野 ②生涯学習・青少年

実施主体 その他 所属部 教育部 所属課 教育総務課 予算書ページ 28 新規 ○

予算体系

事業費(単位:千円) 100

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債

実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

その他
一般財源 100 計

ふるさと応援寄附金
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